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第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成 24 年２月 15 日開催の当社取締役会において、下記のとおり第三者割当による自己株式の処分を

行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．処分要領 

 

（１）処分期日 平成 24 年３月２日 

（２）処分株式数 26,400 株 

（３）処分価額 １株につき 1,560 円 

（４）処分価額の総額 41,184,000 円 

（５）募集又は処分方法 第三者割当による処分 

（６）処分先 専務取締役   鈴木 寛      1,000 株 

常務取締役   木下 三五郎  1,000 株 

常務取締役   構   保      1,000 株 

常務取締役   米谷 正孝    2,000 株 

常務取締役   宮﨑 幸一    1,000 株 

取締役       中西 孝裕    1,000 株 

社外監査役    南   光雄    1,000 株 

上席執行役員 下垣 司郎    1,000 株 

執行役員      石川 隆司       500 株 

執行役員      五十嵐 則夫   1,000 株 

従業員       47 名        15,900 株 

（７）処分後の自己株式 

保有状況 
21,802 株 

（８）その他 該当事項はありません。 

 



２．処分の目的及び理由 

当社は経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、自己株式 48,202 株（当社

発行済普通株式に対する比率は 0.25%）を所有しておりましたが、本日開催の取締役会において、

当社に在籍する取締役、監査役、執行役員（以下、役員）、従業員を対象とした第三者割当による

自己株式の一部処分を行うことを決定いたしました。 

 当該自己株式を当社役員及び従業員に処分することにより、役員については、経営責任の明確

化、従業員については、経営参画意識と業績向上への貢献意欲を高め、ともに今後の当社の成長

並びに当社企業価値の向上を図ることを目的としております。 

 また、株主の皆様と利害関係を共有することで、株主価値の最大化と企業価値の向上に繋がる

ものと判断しております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

41,184,000 円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

当該自己株式の処分により調達する資金につきましては、平成 24年３月以降の設備投資資金等

の一部に全額充当することを予定しております。 

 なお、支出時期までの資金管理につきましては、当社銀行口座にて適切に管理いたします。 

 

４．調達する資金使途の合理性に関する考え方 

今回の自己株式の処分により調達した資金につきましては、平成 24 年３月以降の設備投資資金

等の一部に全額充当することを予定しており、当社の業務運営に資することでありますので、合

理性があることと考えております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

 処分価額につきましては、本第三者割当に係る取締役会決議日（平成24年２月15日）の直前 

営業日の大阪証券取引所JASDAQ市場（スタンダード）における当社株式の終値である1,732円から

9.9％ディスカウントした1,560円といたしました。本第三者割当に係る取締役会決議日の直前営

業日の終値を採用することといたしましたのは、平成24年１月31日に平成24年３月期第３四半期

決算短信の発表、業績予想及び配当予想の修正の適時開示を行なっており、これらの適時開示発

表後に形成された株価が、直近の市場価額として当社株式の価値をより公正に反映しているもの

であると判断したためであります。 

当該処分価額は、取締役会決議日の直前営業日までの直前１ヶ月間（平成24年１月15日から平

成24年２月14日まで）における当社株式の終値の平均値1,456円（円未満切捨て）に対しては7.1％

のプレミアム、取締役会決議日の直前営業日までの直前３ヶ月間（平成23年11月15日から平成24

年２月14日まで）における当社株式の終値の平均値1,230円（円未満切捨て）に対しては26.8％の

プレミアム、取締役会決議日の直前営業日までの直前６ヶ月間（平成23年8月15日から平成24年２

月14日まで）における当社株式の終値の平均値1,244円（円未満切捨て）に対しては25.4％のプレ

ミアムとなります。 

上記処分価額の算定は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠す

るものであり、特に有利な処分価額には該当しないものと判断しております。 

なお、上記処分価額につきましては、取締役会に出席した監査役より、上記算定根拠による処

分価格の決定は、当社株式の価値を客観的に表す市場価格を基準とし、かつ日本証券業協会の「第

三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであり特に有利発行には該当しない旨の意

見を得ております。 



（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の第三者割当による自己株式の処分株式数は、現在の当社普通株式の発行済株式総数に対

して0.25％、議決権総数に対する割合は0.25％と希薄化は小規模であります。また、「２．処分

の目的及び理由」に記載のとおり、当社役員及び従業員による当社株式の中長期的な保有が、今

後の当社の成長ならびに企業価値の向上につながるものと考えております。  

以上の観点から、今般の処分数量及び株式の希薄化の規模は妥当であると判断いたしました。

 

６．処分先の選定理由等 

（１）処分先の概要 

① 氏 名 鈴木 寛 

② 住 所 栃木県宇都宮市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社専務取締役であり、当社普通株式 1,000 株を保有しております。

 

① 氏 名 木下 三五郎 

② 住 所 三重県津市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社常務取締役であり、当社普通株式 6,000 株を保有しております。

 

① 氏 名 構 保 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社常務取締役であり、当社普通株式 2,000 株を保有しております。

 

① 氏 名 米谷 正孝 

② 住 所 東京都青梅市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社常務取締役であり、当社普通株式19,200株を保有しております。

 

① 氏 名 宮﨑 幸一 

② 住 所 東京都昭島市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社常務取締役であり、当社普通株式 4,800 株を保有しております。

 

① 氏 名 中西 孝裕 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社取締役であり、当社普通株式 1,000 株を保有しております。 

 

① 氏 名 南 光雄 

② 住 所 東京都世田谷区 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社社外監査役であります。なお、資本関係はありません。 

 

 

 



① 氏 名 下垣 司郎 

② 住 所 アメリカ合衆国オハイオ州コロンバス 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社上席執行役員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 石川 隆司 

② 住 所 東京都昭島市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社執行役員であり、9,960 株を保有しております。 

 

① 氏 名 五十嵐 則夫 

② 住 所 栃木県宇都宮市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社執行役員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 高橋 隆 

② 住 所 東京都西多摩郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 8,400 株を保有しております。 

 

① 氏 名 山崎 正明 

② 住 所 東京都東村山市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 3,600 株を保有しております。 

 

① 氏 名 松尾 享二 

② 住 所 滋賀県湖南市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 戸島 和彦 

② 住 所 東京都昭島市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 3,400 株を保有しております 

 

① 氏 名 廣瀧 文彦 

② 住 所 栃木県宇都宮市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 萩原 康明 

② 住 所 栃木県矢板市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

 



① 氏 名 藤澤 恭司 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 川井 康史 

② 住 所 栃木県宇都宮市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 山田 壮一 

② 住 所 東京都昭島市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 師岡 時夫 

② 住 所 栃木県さくら市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 古賀 修 

② 住 所 東京都福生市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 16,800 株を保有しております。 

 

① 氏 名 菊池 哲雄 

② 住 所 東京都立川市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 12,000 株を保有しております。 

 

① 氏 名 北林 友広 

② 住 所 東京都福生市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 2,800 株を保有しております。 

 

① 氏 名 工藤 陸奥雄 

② 住 所 神奈川県海老名市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 石原 弘志 

② 住 所 東京都東久留米市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

 



① 氏 名 小原 央 

② 住 所 栃木県塩谷郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 辻 昭憲 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 加藤 達也 

② 住 所 滋賀県草津市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 比留間 雅之 

② 住 所 東京都武蔵村山市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 小森 達哉 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 坂口 正樹 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 斎藤 富男 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 髙宮 淳一郎 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 藤井 琢人 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

 



① 氏 名 磯本 和幸 

② 住 所 三重県亀山市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 喜多 直樹 

② 住 所 滋賀県湖南市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 岡 剛司 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 竃谷 栄威 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 旦 正治 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 寺村 良人 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 所司 功造 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 葛西 美幸 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 倉光 利文 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

 



① 氏 名 遠藤 尚文 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 岸和田 治彦 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 井俣 利昭 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 鈴木 昌彦 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 野口 靖広 

② 住 所 東京都杉並区 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 吉沢 勲 

② 住 所 東京都中野区 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であり、当社普通株式 1,000 株を保有しております。 

 

① 氏 名 北川 浩之 

② 住 所 滋賀県蒲生郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 柿﨑 明 

② 住 所 東京都府中市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 坂本 憲一 

② 住 所 埼玉県さいたま市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

 



① 氏 名 鈴木 良臣 

② 住 所 滋賀県守山市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 長島 克伸 

② 住 所 埼玉県戸田市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 三ツ木 智一 

② 住 所 埼玉県入間郡 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 松本 克己 

② 住 所 滋賀県甲賀市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

① 氏 名 緩詰 達司 

② 住 所 東京都国立市 

③ 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社従業員であります。なお、資本関係はありません。 

 

※ なお、処分先が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社大阪 

証券取引所に提出しています。 

 

（２）処分先を選定した理由 

当社の保有する自己株式を当社役員及び従業員に処分し、株主の皆様との株主価値の共有化と

業績向上に対する意欲を高めることを目的とするものであります。 

 

（３）処分先の保有方針 

処分先の役員及び従業員からは、当社株式を中長期的に保有する方針である旨の報告を受けて

おります。また、割当を受けた日から２年間において、当該割当て株式の全部または一部を譲渡

した場合には、直ちに当該譲渡に関する内容を書面にて当社に報告し、当該報告を受けた当社は

直ちにその内容を大阪証券取引所に書面によって報告を行い、同取引所が当該報告内容を公衆の

縦覧に供することに同意することの確約書を締結する予定であります。 

 

（４）処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

 処分先の役員及び従業員の申告から、自己株式処分に要する相当の財産を保有していると判断

いたしました。 

 

 

 

 

 



７．処分後の大株主及び持株比率 

 処分前（平成 23 年 12 月 31 日現在） 処分後 

本田技研工業㈱ 34.42% 本田技研工業㈱ 34.42% 

高尾 博之 16.73% 高尾 博之 16.73% 

菊池 俊嗣 7.67% 菊池 俊嗣 7.67% 

ＴＫホールディングス㈱ 5.66% ＴＫホールディングス㈱ 5.66% 

㈱ケー・ピー 3.91% ㈱ケー・ピー 3.91% 

高尾 直宏 3.53% 高尾 直宏 3.53% 

ミタカ産業㈱ 2.10% ミタカ産業㈱ 2.10% 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1.52% ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1.52% 

阪和興業㈱ 1.18% 阪和興業㈱ 1.18% 

竹田 和平 1.12% 竹田 和平 1.12% 

 

８．今後の見通し 

当期連結業績予想に与えるは影響ありません。 

 

９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結）                                               （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

売 上 高 65,922 53,791 59,278

営 業 利 益 4,260 3,065 5,401

経 常 利 益 3,473 3,220 5,572

当 期 純 利 益 1,806 2,134 3,144

１株当たり当期純利益（円） 218.92 266.31 392.46

１株当たり配当金（円） 30.00 22.00 25.00

１株当たり純資産（円） 2,177.02 2,539.86 2,732.92

（注）１. 当社（旧商号：菊池プレス工業株式会社）は、平成 23 年４月１日付で高尾金属工業株式会

社と合併いたしました。 

   ２．上記の数値については、存続会社である菊池プレス工業株式会社の金額を記載しております。 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 23 年 12 月 31 日現在） 

種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率

発 行 済 株 式 数 18,934,730 株 100％

現時点の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
―株 ―％

下限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
―株 ―％

上限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
―株 ―％

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）最近の株価の状況 

 ① 最近３年間の状況 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

始  値 1,702 円 722 円 1,721 円

高  値 2,100 円 1,842 円 2,240 円

安  値 606 円 710 円 1,102 円

終  値 732 円 1,700 円 1,853 円

 

② 最近６か月間の状況 

 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 

始  値 1,600 円 1,455 円 1,231 円 1,129 円 1,041 円 1,140 円

高  値 1,647 円 1,490 円 1,240 円 1,129 円 1,245 円 1,405 円

安  値 1,371 円 1,221 円 1,130 円 871 円 1,040 円 1,140 円

終  値 1,455 円 1,266 円 1,136 円 1,025 円 1,139 円 1,399 円

 

③ 処分決議日前日における株価 

 平成 24 年２月 14 日現在

始  値 1,700 円

高  値 1,780 円

安  値 1,690 円

終  値 1,732 円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

   該当事項はありません。 

 

10．処分要項 

（１）処分する株式の種類・数     普通株式 26,400 株 

（２）処分価額             １株につき 金 1,560 円 

（３）処分価額の総額          41,184,000 円 

（４）処分方法            第三者割当の方法による 

（５）申込期日            平成 24 年２月 20 日 

（６）処分期日            平成 24 年３月 ２日 

（７）処分先              当社役員及び従業員 

以 上 
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